第８回講習会

連結財務書類（２）

2009.10.28

船戸　明

【1】 全部連結、比例連結、持分法（一行連結）

《手引》　　①基本は全部連結

　　　　　　②一部事務組合等、一部のケースで比例連結

　　　　　　③利益追求を目的としない地方公共団体の第３セクター等では持分法の考え方はなじまない
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現行制度

区分No.x

組替先区分No.�

総務省基準モデル財務書類

(S/D：地方公営企業法施行規則）

1

固定資産

(1)　有形固定資産g

25

　イ　土地

1

金融資産（資金以外）

　ロ　建物

2

　　　減価償却累計額

3

−

税等未収金

　ハ　構築物

4

26

未収金

　　　減価償却累計額

5

22,29

貸付金

　二　機械及び装置

6

30,31,32

その他の債権

　　　減価償却累計額

7

(控除）貸倒引当金u

　ホ　車両及び運搬具

8

20･21(政策目的以外),27

有価証券

　　　減価償却累計額

9

　ヘ　工具器具及び備品

10

20･21(政策目的)z

出資金

　　　減価償却累計額

11

基金・積立金

　ト　建設仮勘定

12

−

財政調整基金

　チ　その他有形固定資産

13

23

減債基金

　　　減価償却累計額

14

23

その他の基金・積立金

(2)　無形固定資産u

24

その他の投資

　イ　水利権

15

　ロ　借地権

16

　ハ　地上権

17

有形固定資産

　二　特許権

18

−

土地

　ホ　施設利用権

19

−

立木竹

　　無形固定資産合計

−

建物

(3)　投資�

−

工作物

　イ　投資有価証券

20

−

機械器具

　ロ　出資金

21

8-9,10-11

物品

　ハ　長期貸付金

22

13-14(あれば)�

船舶

　二　基金

23

13-14(あれば)�

航空機

　ホ　その他投資

24

13-14

その他の有形固定資産

　　投資合計

−

建設仮勘定

　　固定資産合計

無形固定資産

−

地上権

2

流動資産

18

著作権・特許権

(1)　現金預金�

25

−

ソフトウェア

(2)　未収金A

26

−

電話加入権

(3)　有価証券�

27

19

その他の無形固定資産

(4)　貯蔵品�

28

28

棚卸資産

(5)　短期貸付金�

29

インフラ資産

(6)　前払費用�

30

1

公共用財産用地

(7)　前払金�

31

2-3,4-5

公共用財産施設

(8)　その他流動資産Y

32

6-7,15,16,17

その他の公共用財産

　　流動資産合計

12

公共用財産建設仮勘定

34,36

3

繰延勘定

(1)　企業債発行差金�

33

→PLへ

(2)　開発費7

34

(3)　退職給与金v

35

→NWへ

(4)　試験研究費v

36

(5)　災害損失�

37

→NWへ

(6)　控除対象外消費税額Y

38

→PLへ

繰延資産



１．金融資産

事業用資産

資金

債権

投資等

２．非金融資産

《例示》　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産（持分）　　６００
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現行制度

区分No.x

備考

組替先区分No.�

総務省基準モデル財務書類

(S/D：地方公営企業法施行規則）

1

営業収益

１．経常業務費用

(1)　給水収益�

1

�@人件費

(2)　受託工事収益�

2

議員歳費

(3)　その他の営業収益�

3

4,5,6,7,10

職員給料

2

営業費用

賞与引当金繰入

(1)　原水費�

4

節単位で組み替え

退職給付費用

(2)　浄水費p

5

節単位で組み替え

4,5,6,7,10

その他の人件費

(3)　配水費p

6

節単位で組み替え

�A物件費

(4)　給水費p

7

節単位で組み替え

4,5,6,7,10

消耗品費

(5)　受託工事費ｦ

8

節単位で組み替え

4,5,6,7,8,10

維持補修費

(6)　業務費0

9

11(事業用資産)

減価償却費

(7)　総係費0

10

節単位で組み替え

4,5,6,7,10

その他の物件費

(8)　減価償却費�

11

事業用資産分（PL)とインﾞ

フラ資産分（NW)に区分�

(9)　資産減耗費�

12

4,5,6,7,9,10

業務費

(10) その他営業費用�

13

4,5,6,7,8,10

委託費

　営業利益(又は営業損失） 

貸倒引当金繰入

3

営業外収益

BS38,4,5,6,7,10

その他の経費

(1)　受取利息及び配当金ﾞ

14

�C業務関連費用

(2)　他会計補助金�

15

→NWへ

BS33,18(企業債)�

公債費(利払分）�

(3)　補助金�

16

→NWへ

18(借入)

借入金支払利息

(4)　雑収益�

17

24

資産売却損

4

営業外費用

12,13,19,20

その他の業務関連費用

(1)　支払利息及び企業債取扱諸費�

18

２．移転支出

(2)　繰延勘定償却�

19

�@他会計への移転支出

(3)　雑支出o

20

�A補助金等移転支出

　経常利益(又は経常損失） 

�B社会保障関係費等移転支出

5

特別利益

4,5,6,7,10

�Cその他の移転支出

(1)　固定資産売却益o

21

経常収益合計

(2)　過年度損益修正益�

22

→NWへ

１．経常業務収益

(3)　その他特別利益�

23

→NWへ

�@業務収益

6

特別損失

1,2

自己収入

(1)　固定資産売却損�

24

3

その他の業務収益

(2)　臨時損失�

25

→NWへ

�A業務関連収益

(3)　過年度損益修正損�

26

→NWへ

14

受取利息等

(4)　その他特別損失�

27

→NWへ

21

資産売却益

　当年度純利益(又は当年度純損失）�

17

その他の業務関連収益

経常費用合計(総行政コスト）7

�B経費

　　　　　　　　　　　　　６０％
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組替先区分No.�

総務省基準モデル財務書類

Ｉ．財源変動の部

１．財源の使途

PLより

�@純経常費用への財源措置

�A固定資産形成への財源措置

Ａ：固定資産明細書より集計

事業用資産形成への財源措置

Ｂ：固定資産明細書より集計

インフラ資産形成への財源措置

Ｃ：固定資産明細書より集計

�B長期金融資産形成への財源措置

�Cその他の財源の使途

PL11(インフラ資産)

直接資本減耗

BS35,BS37,PL25,PL26,PL27

その他財源措置

２．財源の調達

�@税収

�A社会保険料

�B移転収入

PL15

他会計からの移転収入

補助金等移転収入

PL16

国庫支出金

PL16

都道府県等支出金

PL16

市町村等支出金

その他の移転収入

�Cその他の財源の調達

固定資産明細書、売却資料より集計

固定資産売却収入(元本分）v

Ｄ：固定資産明細書より集計

長期金融資産償還収入(元本分）�

PL22,PL23

その他財源調達

ＩＩ．資産形成充当財源変動の部

１．固定資産の変動

�@固定資産の減少

PL11（事業用資産・インフラ資産）

減価償却費・直接資本減耗相当額

固定資産明細書より集計

除売却相当額

�A固定資産の増加

Ａ＋Ｂ

固定資産形成

無償所管替等

２．長期金融資産の変動

Ｄ

�@長期金融資産の減少

Ｃ

�A長期金融資産の増加

３．評価・換算差額等の変動

�@評価・換算差額等の減少

再評価損

その他評価額等減少

�A評価・換算差額等の増加

再評価益

その他評価額等増加

ＩＩＩ．少数株主持分変動の部

少数株主持分の減少

少数株主持分の増加

ＩＶ．その他の純資産変動の部

１．開始時未分析残高

２．その他純資産の変動

その他純資産の減少

その他純資産の増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産（固定資産）１００、利益１０
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組替先区分No.�

当期資金収支額

基礎的財政収支

Ｉ．経常的収支

１．経常的支出

�@経常業務費用支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

人件費支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

物件費支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

経費支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

業務関連費用支出(財務的支出を除く）v

�A移転支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

他会計への移転支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

補助金等移転支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

社会保障関係費等移転支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

その他の移転支出

２．経常的収入

−

�@租税収入

−

�A社会保険料収入

�B経常業務収益収入

決算報告書「収益的収入」を基礎に集計

業務収益収入

決算報告書「収益的収入」を基礎に集計

業務関連収益収入

�C移転収入

決算報告書「収益的収入」を基礎に集計

他会計からの移転収入

決算報告書「収益的収入」を基礎に集計

補助金等移転収入

決算報告書「収益的収入」を基礎に集計

その他の移転収入

ＩＩ．資本的収支

１．資本的支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�@固定資産形成支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�A長期金融資産形成支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�Bその他の資本形成支出

２．資本的収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�@固定資産売却収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�A長期金融資産償還収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

�Bその他の資本処分収入

ＩＩＩ．財務的収支

１．財務的支出

�@支払利息支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

公債費(利払分)支出

決算報告書「収益的支出」を基礎に集計

借入金支払利息支出

�A元本償還支出

公債費(元本分)支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

公債(短期）元本償還支出�

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

公債元本償還支出

借入金元本償還支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

短期借入金元本償還支出

決算報告書「資本的支出」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

借入金元本償還支出

その他の元本償還支出

２．財務的収入

�@公債発行収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

公債(短期）発行収入o

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

公債発行収入

�A借入金収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

短期借入金収入

決算報告書「資本的収入」及び資本的収入・支出明細書を基礎に集計

借入金収入

−

�Bその他の財務的収入

期首資金残高

期末資金残高

総務省基準モデル財務書類


	連結ＢＳ項目
	全部連結
	比例連結
	持分法

	資産－持分
	―
	―
	＋６

	資産―固定資産
	＋１００
	＋６０
	―

	純資産
	＋６
	＋６
	＋６


《結論》　　持分法を採用しないのは地方自治体が利益追求を目的としないからではありません。持分法を採用してしまうと、資産の全体像が見えないからです。
【2】 連結決算日

《結論》　　３／３１です。決算日が異なることによる重要な差異は調整します（ＱＡ）。
【3】 連結作業手順の概要

《結論》　　①連結対象法人等の決定

②法定決算書類の取寄せ又は個別財務書類の作成
③法定決算書類の読替（組替）
④法定決算書類の連結修正①（資産・負債等の修正）
⑤法定決算書類の連結修正②（出納整理期間中の現金受払の調整）
⑥純計処理（単純合算と内部取引の相殺消去）
【4】 連結作業手順の解説

（1） 連結対象法人の決定

（2） 法定決算書類の取寄せ又は個別財務書類の作成

《結論》　　①法適用以外の公営事業、一部事務組合・広域連合については、個別財務書類作成が必要です。

　　　　　②純資産変動計算書は、基本的に、全ての連結対象について一からの作成が必要です。
（3） 法定決算書類の読替（組替）

	会計等
	会計基準
	財務書類を

	普通会計
	
	作成

	収益事業等
	
	作成

	法非適用公営事業会計
	
	作成

	法適用公営事業会計
	地方公営企業法の財務規定等
	組替

	一部事務組合・広域連合
	
	作成

	地方独立行政法人
	地方独立行政法人会計基準
	組替

	土地開発公社
	土地開発公社経理基準要綱
	組替

	地方道路公社
	地方道路公社法、同施行規則
	組替

	地方住宅供給公社
	地方住宅供給公社会計基準
	組替

	公益法人
	公益法人会計基準
	組替

	社会福祉法人
	社会福祉法人会計基準
	組替

	株式会社
	会社計算規則等
	組替


（4） 法定決算書類の連結修正①（資産・負債等の修正）

《手引》　　①可能な限り統一された会計処理を行っておく（研究会報告→実務研究会報告でスタンス変更）。

　　　　　　②段階的に連結財務書類の精度を高めていくアプローチも認める。

	項目
	原則
	段階的アプローチ

	ｱ　有形固定資産の評価
	普通会計と同様の公正価値評価
	①当面の間、法定決算書類の数値（取得原価あるいは帳簿価額）

②土地開発公社、住宅供給公社等が保有する重要な土地は、できる限り普通会計と同様の評価


	項目
	原則
	段階的アプローチ

	ｲ　売却可能資産の表示と評価
	普通会計に準じて売却可能資産を注記又は区分表示
	土地開発公社、住宅供給公社等が保有する重要な売却可能資産を除き、注記又は区分表示を行わなくてもよい。その後、段階的に行う。

	ｳ　投資及び出資金の評価
	普通会計に準じた時価又は実質価額評価
	重要なものを除き、当面の間連結修正を行わなくてもよい。その後段階的に行う。

	ｴ　貸倒引当金(基準)、回収不能見込額（改訂）の計上
	普通会計に準じて貸倒引当金又は回収不能見込額を計上
	重要なものを除き、当面の間連結修正を行わなくてもよい。その後段階的に行う。

	ｵ　退職給付引当金(基準)・退職手当等引当金(改訂)、賞与引当金の計上
	普通会計に準じて退職給付引当金・退職手当等引当金、賞与引当金を計上
	重要なものを除き、当面の間連結修正を行わなくてもよい。その後段階的に行う。

	ｱ～ｵ共通
	計上基準が新地方公会計モデルと異なる場合、新地方公会計モデルの算定基準に修正
	普通会計の作成要領に準じていない項目を「主要な連結方針」として注記。

	ｶ　連結対象法人等の固有の会計処理の修正
	固有の会計処理は普通会計に揃えるために修正（例：公営企業会計の借入資本金、土地開発公社の公有土地）
	


　　　　　　③当面の間、連結ＢＳの純資産の部の内訳開示を省略し、一括表示することができる。また、連結ＮＷも内訳表示を省略し合計額のみ表示とすることができる。

《結論》　　連結で重要なのはＢＳ（資産・債務）という立場と、実務手続の妥協としての取り扱いです。
（5） 法定決算書類の連結修正②（出納整理期間中の現金の受払い等の調整）

《手引》　　①出納整理期間を持たない会計では、Ｎ年度末までに収支原因が発生した債権債務であっても、現金受け払いがなければ、ＢＳに未収金、未払金などが計上されている。

　　　　　　②出納整理期間がある団体とない団体との取引について、出納整理期間中にＮ年度に帰属する資金の授受がある場合、Ｎ年度末に現金の受け払い等が終了したものとして調整

　　　　　　③普通会計から財団法人に、補助金支出。受け払いは出納整理期間中。

　　　　　　　→財団法人のＣＦ上、補助金収入を計上し、ＢＳ上の未収金を減額。

《論点》　　①出納整理期間を巡る会計上の問題点（日本公認会計士協会　論点整理　論点４）

《具体例》　普通会計が土地開発公社から購入した土地代金８００を、出納整理期間中に支払い

	
	普通会計側
	土地開発公社側

	
	場所
	区分
	科目
	場所
	区分
	科目

	改訂モデル
	処理不要
	ＢＳ
	流動資産
	未収金　▲８００

	
	
	ＣＦ
	経常的収支
	事業収入　＋８００

	基準モデル
	処理不要
	ＢＳ
	債権
	未収金　▲８００

	
	
	ＣＦ
	経常的収入
	経常業務収益収入

＋８００


《結論》　　出納整理期間がある方の処理に合わせて処理します。
（6） 純計処理（単純合算と内部取引の相殺消去）

《手引》　　①原則として全ての内部取引を相殺消去



　借入金２５０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸付金２５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 貸付金２５０　　　借入金２５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 補助金３５０　　　補助金３５０

　　　　　　　　　　　　　


	
	普通会計
	第３セクター
	単純合算

	【ＢＳ】
	
	
	

	　貸付金
	２５０
	２５０
	５００

	　借入金
	２５０
	２５０
	５００

	【ＣＦ】
	
	
	

	　貸付金支出
	２５０
	２５０
	５００

	　借入金収入
	２５０
	２５０
	５００



	
	普通会計
	第３セクター
	単純合算
	相殺消去等
	純計

	【ＢＳ】
	
	
	
	
	

	　貸付金
	２５０
	２５０
	５００
	△２５０
	２５０

	　借入金
	２５０
	２５０
	５００
	△２５０
	２５０

	【ＣＦ】
	
	
	
	
	

	貸付金支出
	２５０
	２５０
	５００
	△２５０
	２５０

	借入金収入
	２５０
	２５０
	５００
	△２５０
	２５０


　　　　　　②相殺消去の類型

	典型的な類型
	具体例

	投資・資本消去
	ア　投資と資本の相殺消去

	債権債務消去
	イ　貸付金・借入金等の債権債務の相殺消去

	内部取引の消去
	ウ　補助金支出と補助金収入

エ　会計間の繰入れ・繰出し

オ　資産購入と売却の相殺消去

カ　委託料の支払と受取

キ　利息の支払と受取

	未実現損益の消去
	オ　資産購入と売却の相殺消去


　　　　　　③ア～エを優先し、その他は金額的に重要なもの以外、相殺消去を行わないことも認める。その場合、今後段階的に相殺消去範囲を広げる。

　　　　　　④内部取引の金額不一致の場合、いずれかの団体側の数字で相殺消去を行うことができる。

　　　　　　⑤条例で金額が定められているもの、相対取引で金額が決定されたものを除く取引、年間取引が１００万円未満など重要性がない取引（ア・イ除く）、連結対象法人等が支払った市民税・固定資産税、につていは相殺消去対象外とすることができる。

　　　　　　⑥連結対象会計及び団体に関する損失補償・債務保証などの債務負担行為は、注記対象外。

【5】 一部事務組合・広域連合等の連結作業にかかる効率的な体制づくり

（1） 効率的な体制づくり

《手引》　　①「個別財務書類の準備または作成」と「比例連結割合の算定」が必要

　　　　　　②作業主体として考えられるのは「一組・広域連合」「主要な構成団体」「都道府県」

《結論》　　都道府県がやってくれるというのは過信です。一組等と連携した早期の取組が必要です。
（2） 一部事務組合・広域連合の個別財務書類作成にかかる基準モデル及び改訂モデル間の調整について
《手引》　　①構成団体に基準モデルと改訂モデル双方存在する場合、可能な限り、双方のモデルを作成

《結論》　　関西エリアの大多数の地方自治体では、当面、大きな論点ではありません

【6】 参考
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